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巻頭あいさつ  ニュースレター春号によせて 

特集：保健システム強化のための人材開発    

～紛争国の立て直しのための保健人材づくり！～ 

 

   国立国際医療研究センター国際医療協力部  

        派遣協力第2課 課長 三好 知明 

 

 独立行政法人化1年目は慌ただしく過ぎ去り、今、新たな

年度を迎えました。国際医療協力部では東日本大震災に対す

る医療支援を続ける中、今年度はより活動成果をあげるた

め、いくつかの重点事業を定めるとともに、組織体制の改革

も行うこととなりました。この重点課題の一つに挙げられて

いるのが、本号のテーマとなっている人材開発事業です。 

 これまで「モノ」や「カネ」の供与だけの援助や、疾患毎

に限られた対策を講じるような縦割り型のプロジェクトによる援助では、支援の終了と共にその成果は速

やかに消え失せ、空しい援助の繰り返しになりがちでした。 

こうした援助に対する反省から、自立発展できる保健医療体制の確立自体を目指そうとする試みが「保

健システム強化」です。わが国でも2008年に行われたG8北海道洞爺湖サミットの「国際保健における洞爺

湖行動指針」にも保健システム強化が示されるなど、国際保健医療協力における保健システム強化につい

て具体的な動きが進んでいます。 

とりわけ、「政府が貧困層を含む大部分の国民にとって不可欠な機能を果たす能力がない、あるいはそ

の意思に欠ける国」と定義される脆弱国家には、内戦中あるいは内線後など紛争の影響のある国が多く、

こうした国々においては種々の基本的な社会システムを土台から築きあげていく必要があります。その場

合、保健をはじめとする社会システムを構成する根幹となる要素は「ヒト」であり、人づくりはシステム

強化の基盤をなす事業となっています。 

保健医療分野でも根こそぎ医師や看護師などの保健プロフェッショナルが抹消されたカンボジアにみら

れるように、紛争後の脆弱国家では保健人材の不足が第1の問題です。急ぎ必要な人材を養成しなければな

らないわけですが、一方では、保健医療に関する法律が未整備で資格制度もないため、民間や援助機関任

せの無秩序な乱造が質の悪い人材を生み、長きにわたりその是正に苦しむことになることもあります。 

現在、途上国における課題である妊産婦死亡や乳幼児死亡の減少を実現するためにも、まず、質の良い

人材が重要ですが、実際には、予算不足や調査が十分に行われず、真に必要な人材が適切に活躍できない

状況が生まれており、目標達成の最大の障害となっています。 

 

NCGMではこれまでのカンボジアやアフガニスタンにおいて、紛争後早期から中央・保健省レベルの支援

を行い、その中で保健分野における人材開発事業を国の復興事業の根幹のひとつとして、国内外で協力し

てきました。国づくりの主役は誰かを考えながら、基本的医療サービスを提供できる保健システムを人材

開発を通じて構築してきたわけです。 

 これらの国々での経験は、現在ではアフリカ・コンゴ民主共和国における人材開発プロジェクトや、仏

語圏アフリカを対象とした人材開発集団研修などの現在の人材開発事業に活かされており、2011年にバン

コクで実施された「第2回世界保健人材フォーラム」でもこの成果を世界に示すことができました。 

 

本号のテーマは‘紛争後脆弱国家における保健システム強化のための人材開発’です。本号に挙げられ

た我々のこれまでの種々の具体的な取り組みを通じて、解りにくいとされる「保健システム強化」の本質

を理解していただけると思います。 



治安が安定しないと 

一言で言うけれど、 

毎日市内で戦闘が起きているわけでは

ありません。残念なことに次第に自爆

テロの頻度が増え、暮らしていると治

安が悪くなっていると感じるようにな

りました。今日は事件が起きそうだと

いう情報がでる（こういう地元の方々

の情報伝達は早くてかなり正確です）

と親は子供を学校には送らず自宅で様

子を見ます。援助の仕事をしている私

たちも自宅待機・外出禁止の日々が続きます。でも昨日の学校の宿題を見て

くれる先生は家にはいません。翌週尐し落ち着くとまた子供を学校に送り出

します。子供たちにとって毎日学校に行って、決められた内容を習うという

ことが難しくなります。 太平洋戦争中の空襲の時もこんな感じだったのか

なと思います。 そしてこのような状態が続くと一般市民たちは国外に避難

民として脱出するようになります。国外の親戚のつてを頼ることも多いの

で、裕福で社会的地位の高い先生と呼ばれる人たちの家族から脱出というこ

とになり、学校に行っても先生が尐なくなっていきます。そんな状態が20

年以上続いていたわけです。戦争が続くというのはこのように基礎教育の中

の日々の積み重ねが難しくなっていくことなのか、と実感しました。 

 アフガニスタンの国づくり 

派遣協力課 医師  藤田 則子 

私は2003年から2008年までの足掛け

6年、首都のカブールを中心に仕事を

していました。ちょうど20年以上も

戦争が続いていた国に、2002年から

国際社会と呼ばれる先進国の人たち

が支援して国を再建しましょう、と

いう時期でした。平和な時代に生ま

れ育った私には戦争といわれても正

直ぴんと来ませんでした。 



保健医療にかかわる人材は、中学や高校を卒業した後に、大学や専門学校

で、医師や看護師・助産師などになるための勉強、「高等教育」を受けま

す。しかし必要な基礎学力（たとえば算数や理科、パーセントや濃度、グ

ラフの縦軸横軸の理解、観察すること・事実を記録すること、など）を十

分に学ぶことができなかった人たちが、 

職業人としての高等教育を積み重ねていくのがいかに困難な

ことか、ご想像いただけるでしょうか。戦争中に国の保健サービスが機能

しなくなっていた間はNGOと呼ばれる非政府団体が肩代わりし、彼らは自

分たちの診療所に必要な人材を短期間で育成しました。例えばNGO代表の

医師が村で読み書きのできる人を集め、3カ月研修した人にして看護師とし

て働いてもらう、という感じです。もちろん標準化された教育カリキュラ

ムなどありませんでした。

な ぜ 病 気 の 症 状 が 出 る の

か、その基本となる人間の

体の仕組みや薬がなぜ効果

を現すのかを学ぶような基

礎の学習に時間をかけるよ

りは、とりあえず必要な薬

の処方や手当、外科や麻酔

の技術が優先されます。熱

が出た人が診療所にやって

きた時に、原因が何かを考

えるよりは、手元にある薬

を出すことを学ぶことにな

ります。数尐ない病院や診

療所に患者さんたちはやってきますから、経験の豊富な人たちは結構い

て、爆発などでけがをした時の外科医の手足の切断手術や赤ちゃんを取り

出す帝王切開は手際よいものです。教育に時間のかかる医師を育成するよ

りは短期間でミニ医者としての看護師を育成して、病院や診療所に配置す

ることが優先されますから、病気の予防や看護ケア、例えば「自らの治る

力を最大限発揮できるような支援をする」なんて考えられないこと、なの

かもしれません。 

 また、イスラム教の影響の強いアフガニスタンでは家族の許可や付添が

ないと女性は病院や診療所には受診することが難しくなります。女性ス

タッフがいると知らなければその診療所には出かけたがりません。子供も

多くは母親が連れてきますので、女性のスタッフが診療所にいることが、

女性や子供が病院や診療所を訪れて検診や治療、予防接種などのサービス

を受けるための必要条件になります。 



2002年当時のアフガニスタンは妊娠出産で死亡

する女性の数が世界でワースト３に入る国、しか

も女性の保健医療従事者は人口1000人に0.02人

（日本は1000当たり10人）と極めて尐ない状態

でしたので、女性医師や助産師、女性看護師の数

を増やし、都市だけではなく地方でも就職し、働

き続けてもらうことが大きな課題でした。 

国を立て直すということは、 

社会的な歴史的な背景を知らなければ
理解しにくいのでは   ないでしょうか。これから

述べるアフガニスタンの国づくりのために私たちが行ってきたこと、は日本

だけが行ってきたことではありません。多くの援助団体、国際機関や政府機

関、NGOなどが協力し、それぞれができる分野を分担して働いてきまし

た。日本でいう厚生労働省を作り、政府の行う国作りのお手伝いでした。 

保健人材に関して人材養成部が

まず行ったのは 

職種を整理し、正規の教育を受けずに働い

ている人たち、特に看護師、助産師・検査

技師などの職種に対して共通試験を実施

し、合格者を正式な国家資格として認める

というものでした。次に保健人材の数が決

定的に丌足していたため、教育の内容やそ

れを実施する学校の基準を決めて、認可さ

れた教育を受けるようにすることでした。

学校の先生たちの研修とともに新制度の教

育が開始されました。教育を実施するため

の資金は国際機関や外国政府からの援助資

金を使いますが、学校運営はNGOに任さ

れました。 

2002年には日本の厚生労働省にあたる保健省の新しい組織作りが始まり、2003年に女性の

健康を担当する部署（リプロダクティブヘルス部）が設置されました。保健人材を管轄す

る部署（人材養成部）は別に設置され、それぞれ職員が配置されましたが、この二つの部

署は協力して様々な活動を行いました。以下、保健省から見た活動、私たちNCGMが支援

した活動を中心にご紹介します。 



ここでもやはりNGOが出てきます

が、内戦の時代に保健サービスを

担っていた彼らの中には優秀な団体

も数多く、政府が弱体な中では大変

頼りになるパートナーでした。どの

援助団体がどこで何をしているのか

の情報を集め、援助が重複したり、

丌足する地域が出ないように調整す

ることが政府の大きな役割でした。 

一方で、卒業後に実際に働いている

人たちへの研修、こちらはリプロダ

クティブヘルス部が中心になり、病

院診療所で働いている女性医師や助産師を主な対象とした研修が始まりまし

た。2003年当初は、さまざまな援助団体の支援の中で、日本が特に私たち

NCGMができることを探しながら、首都カブールにあるマラライ女性病院

を支援しました。国内で一番出産の多い病院（当時は一日100名を超えてい

ました）で指導者になることができる人材が豊富だったため、病院が実習に

適した場所となるように日本政府の資金で研修センターを建設しました。当

初は病院が機能することを目標に病院長を相手として病院運営を強化しなが

ら、研修部を設置し、自分たちで研修運営ができるようになることを目指し

ました。首都にあり注目を集めていた病院には支援しようという様々な団体

（国際機関・政府機関やNGO、大学関係者など）が入っていたため、病院

運営といってもその基本は、「援助を交通整理して、必要な部署に必要な支

援をしてもらえるような仕組みを作ること」でした。そうして2004年9月か

らJICAリプロダクティブヘルスプロジェクトとしてNCGMの支援の中心は

研修センターでの活動に移っていきました。 

 当時は妊娠出産による死亡を防ぐために必要な救急産科ケアの研修が国際

的な主流でした。しかし私たちは、「母と子の健康を増進するためには救急

産科ケアのような出産のごく一部の時期だけをとらえるよりは全体的な視点

をもったほうがいい」、「妊娠前・妊娠から出産・新生児から小児へ、また

施設から家庭へ、という時間的にも空間的にも継続された母子保健サービス

（継続ケア）の考え方が女性だけではなく子供の健康増進につながる」とい

う考え方を根底におき、知識の復習と実習を繰り返す研修を提案しました。

日本人が教えるのではなく、アフガニスタンの人たちが自分たちの言葉で教

えられるように、まずは指導者研修から始まりました。2005年に広島原爆資

料館を訪問し、明治からの日本の国づくりを学んだ保健省幹部の方々が強く

要望したのは、アフガニスタンで戦争中に失われがちであった「医療人

としての倫理」をぜひ含んでほしいというものでした。 



この項目もいれた包括的な「継続ケア研修」は、後述の保健省リプロダクティ

ブヘルス部と連携しながら、マラライ病院研修部により病院や診療所で働く女

性医師・助産師を対象に2005年から2009年まで実施されました。研修の中で私

たちが心がけたことがもう一つあります。それは自分の職場以外の現状を見て

もらうことでした。 

 指導者である首都の病院の女医さん助産師さんも、研修を受けにくる人たち

も、自分が働いている病院や診療所と自分の家庭しか知らない人がほとんどで

した。建物も壊れ、水も薬も機材もない診療所で職員がどうやって働いている

のか、自宅で出産するお母さんたちがどんな環境で生活し、どうやって赤ちゃ

んを育てているのか、など研修に組み込まれた診療所訪問・家庭訪問は多くの

ことを学ぶ機会となったようです。 

 アフガニスタンの国づくりの中で、国民が広く保健医療サービスを受けるこ

とができるようにするために保健省がとった方針は、国立病院や診療所を全国

に作るのではなく、援助団体からの資金を地域ごとに配分して、病院や診療所

の運営は地域ごとに選ばれたNGOに任せることでした。中央政府の保健省と日

本の都道府県衛生部にあたる州保健局（24あります）における行政の役割は、

サービスの基準を決めること、基準通りのサービスが提供されているかどうか

を監督することが中心となりました。保健省リプロダクティブヘルス部は、女

性の健康に関する分野でこの役割を担いました。2004年末にこの部署に配置さ

れた職員は女性が7名、男性が3名。州保健局にも担当職員（全員女性）がまず

一名ずつ配置されました。戦争を生き抜き、男性社会の中で仕事をしようとい

う意欲も高く優秀な女性行政官、そしてそんな女性たちへの理解の深い男性行

政官たちでした。しかし、NGOあるいは病院での勤務の経験しかなく、国全体

を見渡すこと、行政官としてどのように仕事をすればいいか、という理解は尐

なかったようです。私たちは彼女たちの傍らで相談役となり日々働いてきまし

た。2004年からは女性の健康に関するサービス（妊娠中の検診、望まない妊娠

を防ぐための避妊方法など）の方針や基準

を一つずつ作って行きました。州保健局に

配属された行政官たちが、この方針や基準

を十分理解したうえで病院や診療所を訪問

して、実際にはこのサービスがどのように

提供されているのかを確認し、現場での問

題を見つけて指導し、中央に報告すると

いった基本的なしくみも一緒に作っていき

ました。保健省リプロダクティブヘルス部

スタッフたちも、地方を巡回指導する中で

国（中央・地方）の役割、行政官としての

自らの役割への理解を深めていったのではないかと思っています。 

 



 先ほど述べた資金を地域ごと

に区分してNGOに任せる方法

は全国に広がりましたが、取り

残されたのが首都カブール市で

した。政府予算のない中で、公

的な病院診療所の運営は援助団

体に頼らざるを徔ません。多く

のNGOが支援活動をしていま

したが、どの支援団体がどこで

何をしているのかを確認し、必

要な地域や診療所に必要な援助

が行えるように支援団体と交渉

し、調整することがカブール州保健局の役割です。州保健局長や担当スタッ

フとともに、診療所を回りながら、都市部の貧しい人たちが診療所で診療が

受けられるような体制作りのお手伝いをしてきました。 

マラライ病院で研修を受けた女医さん助産師さんたちが多く働いていたのも

カブール市内の診療所でしたので、研修の後の彼らの働きぶりをカブール州

保健局のリプロダクティブヘルス担当官とともに巡回し指導も行いました。 

 現在アフガニスタンの治安は悪化の一途をたどっており、このように育成

された行政官・女性医師や助産師たちの定着は大きな課題となっています。 

 私たちが保健省・州保健局・病院で一緒に仕事をしてきたアフガン女性た

ちはみな国づくりの意欲の高い人たちでしたが、待遇のいい国際機関や

NGOに移る人も多く、国外留学から戻らないという話も耳にします。実際

に私が働いていた6年間でリプロダクティブヘルス部長は5人、マラライ病

院院長は3人、カブール州保健局長も2人、交代しました。新しい長になる

とまた組織としての考え

方やり方が変わるという

のはどの国でも同じかも

しれませんが、積み上げ

てきたものを継続させて

いくことはなかなか難し

いと感じています。 

一日も早い治安の安定を

望んでやみません。 



 コンゴ民主共和国（以下コ国）

では1990年代から続いた内戦で国

が疲弊しました。内戦というと破

壊された町や都市、あるいは難

民、避難民を連想すると思います

が、それだけではありません。政

府、行政の仕組みそのものが機能

しなくなってしまうのです。保健

や教育の分野も例外ではありませ

ん。一例をあげると、コ国では医

学校、看護学校が乱立して、その結果、無計画に保健人材が養成されまし

た。また、保健人材の配置も都市に集中しています。そもそも、保健省人材

局がどこにどれだけの保健人材が働いているのかを把握することも難しくな

りました。 

 紛争後国家の特徴の一つとして丌十分なインフラがあげられます。 

コ国保健省の職員の多くは乗り合いバスを乗りついで出勤してきます。キン

シャサ市内の渋滞でなかなか職場にたどり着きません。やっと着いた職場で

は停電が頻繁に起こります。1日の3分の1の停電は当たり前、時には1日の3

分の2が停電ということもあります。また、トイレの水が流れない、職務ス

ペースが丌十分、事務用品、机、イス、棚、コンピュータなど、どれも丌足

しています。また、夕方の渋滞を避

けるために早めに仕事を終える職員

もいます。このような環境では仕事

に集中できません。一見すると、コ

ンゴ人の労働時間が短いのではない

か、さぼっているのではないかとも

思えるのですが、それなりの理由が

あるのです。 

コンゴ民主共和国のプロジェクトの現場から 

コンゴ民主共和国保健人材開発計画支援プロジェクト 

チーフアドバイザー 清水孝行 



 このようにキンシャサの状況は厳しい

のですが、保健人材に関してのアドバン

テージもあります。50歳代の保健省人材

局職員が紛争前、保健システムが機能し

ていた時の事を覚えていることです。彼

らは、その時のように他国の見本となる

保健システムを作りたい、自分達が引退

する前にかつての保健システムを取り戻

して若い世代に引き継ぎたいと思ってい

ます。実際、紛争前はキンシャサ大学医学部には周辺国から学徒が集い、卒業

後はそれぞれの国で指導的な役割を担う保健人材になっています。 

 コンゴ人の大国としての誇りも特筆すべきことです。あるコンゴ人による

と、「アフリカの大国は3か国、ナイジェリア、南アフリカ共和国、そしてコン

ゴ民主共和国」だそうです。ここでいう大国は、国土の広さだけではなく、

人、文化、産業全てを含んだ大国です。今は色々問題があるけれど、これから

それを克服していこうという熱気にあふれています。 

 最後にプロジェクトについて、簡単に紹介します。 

 

 

   

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Reference  http://www.unicef.org/drcongo/french/children_973.html 

保健人材開発計画支援プロジェクトは、コ国保健省人材局をカウンターパートとした

3年間のプロジェクトです。「保健省人材局がPNDRHSを実施する能力が強化される」

をプロジェクト目標としています。PNDRHSはフランス語の略語で、国家保健人材開発

計画です。プロジェクトの活動は大きく分けると4つあります。保健省人材局の組織

強化、PNDRHS2011-2015の作成、PNDRHSに関連する法令の作成（特に中級助産師に関

するもの）、PNDRHSに関する情報管理システムの整備です。 

ここで活動のを簡単に説明しますと、プロジェクトはコ国保健人材に関して最も土台

となる部分を支援します。すなわちPNDRHSを作成して、それを保健省人材局が実施す

る過程を支援します。 

このプロジェクトのユニークな点は、相手国の保健人材政策の本丸である保健省人材

局で活動すること、紛争後国家での活動であること、フランス語圏アフリカでの活動

であることです。幸い、NCGM国際医療協力部には紛争後国家、フランス語圏アフリカ

ともに豊富な経験があります。これらの経験を生かしながらプロジェクトを進めてい

きます。 



国立国際医療研究センター国際医療協力部は、開発途上

国等からの保健医療分野の技術協力等の要請に対し、職員

を当該国へ派遣したり、外国人研修員を受け入れたりして

おります。この外国人研修員受け入れは、開発途上国の自立を促すために、人と人の繋

がりを基にした技術移転として、近年その重要性がますます高まっております。国際医

療協力部では、積極的に外国人研修員を受け入れており、平成21年度の受け入れ総数は

57か国202名にのぼります。なかでも、アフリカ地域の研修員が23か国で、全体の40.4%

を占めております。 

国際医療協力部は、国際協力機構（JICA）から種々の外国人研修事業の委託をうけて

おります。ここからは、JICAの委託研修事業のひとつである「仏語圏西アフリカ保健人

材管理研修」を紹介します。この研修は、2009

（平成21）年度から2011（平成23）年度まで、3年

間の予定で実施しています。 

 この研修は、仏語圏西アフリカの保健行政官を

対象に、研修員自身が仏語圏西アフリカ地域の保

健人材管理政策の現状と問題点を把握すると共

に、その重要性を認識し自国への適応策・改善策

を計画できるようになる事を目標に実施しており

ます。2009（平成21）年度に第1回研修を開始し、2010（平成22）年度には第2回研修を

約3週間実施しました。第1回と第2回の研修参加者数の合計は、8か国31人にのぼりま

す。参加国の多くは、英国開発省(DFID)の定義によると、脆弱国家として開発機関の支

援を必要としている国であると特定されています。 

国際医療協力部派遣協力第一課 

研修コースリーダー         田村 豊光 



 

■ 

研修参加国 

国名 
参加者数 

第1回 第2回 計 

ベナン共和国 2 2 4 

ブルキナファソ 2 3 5 

象牙海岸共和国 ○ 2 2 4 

コンゴ民主共和国 ○ 2 3 5 

マリ共和国 ○ 2 1 3 

ニジェール共和国 ○ 2 0 2 

セネガル共和国 2 2 4 

トーゴ共和国 ○ 2 2 4 

計 16 15 31 

国際医療協力部では、研修目標達成に向けて研修内容を3部構成としました。第1部

は、保健人材管理に関する各国の現状分析および問題点の共有のために現状報告会を行

いました。第2部は、日本の保健人材管理に関する経験や、カンボジアにおける保健人

材サポートメカニズムの事例共有、また長野県佐久地方において僻地人材管理に関する

講義を受講、また、講義毎に講師と研修員の間での協議を行いました。第3部は、研修

で学んだ内容を生かすための行動計画を参加国毎に作成するワークショップを行い、そ

の行動計画発表会を開催しました。 

第1回、第2回参加者共に積極的に研修に取り組んだ成果として、参加各国に共通する

保健人材管理戦略「東京ビジョン2010」が作成されました。この戦略の作成は、研修企

画時には想定していなかったもので、研修参加者の自主性により作成されました。 

研修後のアンケートでは、参加者の研修受講の満足度が非常に高いという結果が徔ら

れました。研修終了後も参加者間の進捗報告等の情報交換が行われており、ますます自

国での活躍が期待されます。今後、国際医療協力部では、第3回研修を実施すると共

に、JICAと連携し、研修後のフォローアップを継続的に行っていく予定です。 

発表会のスライドの一部 

    目的 

この戦略的な共通ビジョン（東
京ビジョン2010）の目標は、保健
人材の管理・人材の育成・人材の
移動が改善されることにより、ア
フリカサブサハラの保健人材開発
システムのパフォーマンスが改善

される事である。 

（筆者一部追記） 



 

ここでは、2011年1月25日から30日まで、バンコクで開催された「第二回

世界保健人材フォーラム」についてお話したいと思います。でもその前

に、そもそも、なぜこのようなフォーラムが開催されることになったので

しょうか。 

日本でも開発途上国でも、人々の健康を守るためには、医師・看護師・

助産師などの「保健人材」が必要であることは、なんとなく想像していた

だけると思います。それをもっと具体的に説明してみましょう。 

まず、どんな田舎に住んでいる人でも、かなり貧しい人でも、何か健康

上の心配事があったら、気軽に相談をしたり診察を受けたりで

きる保健人材が、ご近所にいてほしいですね。そのためには、

その国の人口に対して、充分な数の保健人材を用意することが必要です。

つまり、どんな職種の保健人材がその国に何人必要かを計算し、今いる人

数と比較して、あと何人必要なのか調べます。そして、そのためにどこに

どのような学校を作り、どんなカリキュラムで教えていくのか、計画をた

てて気長に実行していくのです。 

そのうえで、その育った保健人材が、うまい具合に全国に散らばってく

れないといけません。そうでないと、都会には診療所の看板がいたるとこ

ろにみられ、保健人材であふれかえっているのに、田舎には何十キロ行っ

ても一人の保健人材もいない、あ

るいは、たまに診療所があっても

誰も勤務していない、ということ

になりかねません。これは、特に

田舎に住む人々からみれば全く不

平等な話ですが、保健人材も人の

子ですから、自分の技術向上のた

めに、いろいろなセミナーに出席

できる都会のそばにいたい、金持

ちの顧客がたくさんつきそうな都

会で開業したい、自分の子どもは都会で教育を受けさせたいので田舎への

赴任は避けたい、などの気持ちがあります。そのへんとどう折り合いをつ

けるか、どんな条件を整えれば田舎に長居する保健人材を増やせるのかな

ど、これも工夫する必要があります。 

第二回世界保健人材フォーラム 

    派遣協力課 医師  永井 真理 



 このような、保健人材の数と質をとりまく

様々な課題の解決方法を、日々、私たち国際

医療協力部の人間は考えているわけですが、

三人寄れば文殊の知恵。世界保健人材フォー

ラムは、私たちと同じように悩みながら工夫

を重ねている世界中の関係者が、保健人材に

関する自分たちの工夫や成功例・失敗例を紹介して学び合い、

状況を改善していく場として作られたものです。 

第一回目のフォーラムは、２００８年に

ウガンダの首都カンパラで開催され、カン

パラ宣言というものを出しました。今回は

その第二回目というわけです。この企画の

親玉であるＧＨＷＡ（Global Health Work-

force Alliance）以外にも、タイ・マヒド

ン財団、ＪＩＣＡ、ロックフェラー財団、

ＷＨＯなどが会議開催に関する資金や技術

を提供しました。 

 

また、保健人材の一人ひと

りが、確かな知識と技術を

持っており、かつ、自分の

仕事にやりがいを持

ち、生き生きと働いて

いることも大切です。
いい加減な知識しかない保健

人材から、やる気のない診察

を受けた挙句に、間違った治

療をされるのは、人々にとっ

て災難でしかありませんし、

もちろん健康の改善も期待で

きません。きちんとした知識と技術を持つ人だけが保健人材と名乗ることを

許される資格づくりや法律づくり、いったん資格をとったあとでも日進月歩

の技術を学び続けられるようなしくみづくり、保健人材が働き甲斐を感じる

ような職場環境づくりなども必要です。また、貧しい人でも気軽に健康相談

にいけるよう、診察費や薬代の調整が必要ですが、かといって保健人材も霞

（かすみ）を食べて生きていくわけにはいきません。貧しい人が多い地域で

も、保健人材が安定した収入を得られる仕組みが必要です。 



そこへ、開発途上国57カ国に加え、中進国や先進国などからも、政府関

係者、職能団体、教育関係者、開発パートナー、ＮＧＯ、ジャーナリスト

など、1000名以上が世界中から参加しました。大変規模の大きな国際会議

です。 

 

さて私たち国際医療協力部からは、総勢１１名がこの会議に参加しまし

た。そのうち、東京から参加した７名は、本会議前のサイドミーティング

で、日本で実施したJICA仏語圏アフリカ保健人材研修の後のネットワーク

活動について、ワークショップを主宰しました。過去に来日し、私たちの

研修に参加したアフリカの人々が、研修後の自分たちの国での取組を紹介

し、よりよい今後に向けて意見を出し合ったのです。司会はセネガルの厚

生省官僚（彼も一昨年に研修生としてNCGMに来ました）、WHOのアフリカ事

務局担当者、そして医療協力部の池田です。何カ月も前から準備したもの

の、なにしろ本会議が始まる二日前のセッション、しかも午前中枠に割り

振られたため、会場は閑古鳥が鳴くのではないかと直前まで心配でした。

ところがふたを開けてみれば、会場前の受付には長蛇の列が出来、すべて

の人が入場するまでワークショップの開始時間を後ろにずらすという、出

席者には迷惑な、しかし私たちにとっては嬉しい誤算の大盛況でした。ま

た、このワークショップでは英語とフランス語の同時通訳を手配したた

め、いずれかの言語しか使えない出席者でも討議内容についていけ、それ

ぞれ自分の得意な言語で議論に参加することができました。GHWAやWHOの重

鎮も一聴衆としてこのワークショップに参加していたのですが、日本のア

フリカ仏語圏に対する支援に感銘を受けたようです。というのも、WHO重鎮

による二日後の開会式のスピーチで、日本の西アフリカでの支援活動が

はっきり取り上げられたからです。国際医療協力部という枠を超え、日本

の支援を世界中から来た参加者に理解してもらうことができました。 

 



 

 

国際医療協力部の残りの４名は、

コンゴ民主共和国、ラオス、ベト

ナムから、それぞれJICAプロジェ

クトのカウンターパートとともに

参加しました。普段は世界中に散

らばって仕事をしている私たちで

すが、このような場で再会し、互

いに刺激をうけ、また世界各地に

戻っていくのも、なかなかいいも

のです。 

 

一方、本会議では、国際医療協力

部の藤田が、カンボジア、アフガ

ニスタン、コンゴ民主共和国での

保健医療人材政策について発表

し、自然災害や紛争後の保健人材

への影響や定着について問題を投

げかけました。一カ国ならともか

く、一人で三か国もの紛争後復興国での経験を、何年という単位で持ってい

る人物は、世界広しといえどもなかなかいません。ここでも、国際協力部と

いう専門家集団の貴重な存在を、改めて印象付ける機会となりました。この

セッションで話し合われたことは、最終日に出されたバンコク声明にも盛り

込まれました。 

 

 

このような国際的な会議での国際機関からの参加者の関心ごとは、国レベルで

の活動の様子です。それはまさに私たち国際医療協力部が、現場を通じて当たり

前のように持っている情報です。今後も、このような国際会議の機会を利用して、

情報発信を続けていきたいと考えています。 



ザンビアに住み始めて1年が経ちまし

た。現地に住んでみると短期出張の訪問

ではわからなかったようなこの国のいろ

いろな顔が見えてきます。私達は現場で

起こっていることを出来る限り正しく理

解するために、郡保健局スタッフととも

に地方の村へフィールドトリップに出か

けることがよくあります。 

今日はその中のある村での話。 

成人の約6人に一人がHIVに感染しているこの国では、どんな奥地の村

へ行っても、治療を必要としている患者さんがいます。数年前からHIVに

対する治療薬がようやく村レベルでも徔られるようになったため、治療薬

を飲み始めた患者さんがそれを規則正しく毎日内服できるようにサポート

する体制をつくることが郡保健局の現在の最大の任務になっています。保

健局のスタッフは、ヘルスセンターへ診察を受けに来なくなり、治療薬を

止めてしまった患者さんを家まで追跡して、治療を続けるように説徔する

ことすらあります。 

ある一人の女性が、その説徔にも関わらず、治療の継続を拒否しまし

た。 よくよく話を聞いてみると、村に長年住んでいる医師に、ヘルスセ

ンターからの治療薬ではなく、ハーブから出来た薬を飲まないと病気は治

らず、余計にひどくなると言われたことが原因のようです。 

その時、保健局スタッフはピンときました。そう、村に長年住んでいる

医師とは、“呪術医（ウィッチドクター）”のことだったのです。

呪術医は、ここザンビアではまだまだ一般市民にもてはやされている存在

です。首都のルサカ市内でもところどころに「Dr.XXX ココ→」と書か

れた布切れと小さな小屋をよく目にするくらいなので、地方の村へ行けば

さらにその信仰度は高まるのは当たり前です。人々を悩ませている病気

は、黒魔術（ブラックマジック）によるものだから、それを解けば病気は

治るし、それを解けるのは呪術医しかいないというのが考えのようです。 



人々は病気が治るのであればと、ヘルスセンターで無料で治療を受けら

れるにも関わらず、多額の診察料を呪術医に支払い、その助言に強く耳を

傾けるそうです。そこで保健局スタッフは、彼女が治療薬を止めるように

導かないように呪術医のところへ交渉にいったところ、なかなか受け入れ

てくれません。さらに驚いたことになんと彼自身もヘルスセンターからの

治療薬を受けている身だったことがわかりました。自分が治療薬の恩恵を

うけているのに、自分の患者には治療薬をストップさせるなんて。しかし

この確信犯的な呪術医を説徔する方法が唯一存在します。それが、村頭

（ビレッジヘッド）の存在。村頭からの承認が無いと、呪術医もそこには

住めなくなり、商売ができなくなるのです。保健局は村頭のところへ駆け

込みます。普段から保健局とは良好な関係を築いている村頭は、呪術医を

一喝。その後はこの呪術医が治療の邪魔に入ることはなくなったとのこと

でした。 

あとで現地スタッフに聞いたところでは、呪術医からある薬を手に入

れ、それを飲み、墓場で一晩眠ると、目覚めた時には呪術医になっている

のだとか。 

プロジェクトメンバーからは、今後のために私がそれを試すように勧め

られています（笑）。 

もし呪術が使えるようになったら、皆さんは何に使いますか？？ 



2011年3月11日、未曾有の災害となった東日本大震災では、多くの方が被災されました。 

現在も復興のための支援活動は続いており、NCGMとしての医療支援活動の一環として、 

国際医療協力部からも宮城県に職員を派遣しています。 

私たちが、これまで活動してきた世界各国の様々な地域からも、日本大使館経由で 

義援金が、また国際医療協力部にも多くのメッセージが寄せられています。 

今回のニュースレターでも取り上げたアフガニスタンからの 

写真入りメッセージをここでみなさまにご紹介します。 

編 

集 

後 

記 

私たちは人として、心の奥底から、大災害の被害

にあわれた皆様をお見舞い申し上げます。 

日本政府と日本の皆様は、アフガニスタンの復興

のために多くの努力をしてくださいました。ここ

に、私たちは出来る限りの援助をする準備がある

ことを表明します。 

私たちは、アフガニスタン政府が可能な限り今回

の大災害の被害にあわれた皆様のサポートに尽力

し、尐しでも状況が改善するよう努力するよう要

求します。 
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